（様式第８号の附表１）

令和６年度障がい者就労アセスメント体制強化事業　委託業務企画提案書

（※記入欄は適宜拡縮可とします。）
（※本提案書に基づき審査を行うため、遺漏なきよう記入してください。）
（1）法人の概要

	法人名
	

	法人所在地
	

	アセスメント支援員配置先
	


　　　

（2）アセスメント支援員として配置を予定する者について

	氏名
	

	現在の所属・職名及び従事している業務の内容
	

	アセスメント支援員としての要件について
	（職場適応援助者養成研修の修了年月日）
（障がい者の就労支援の実務経験年数、職種等について）


	障がい者の就労支援の実務経験の内容について（※）
	（職場適応援助者としての活動実績件数）

（実務経験における実習支援件数、就職または定着支援件数等）
（その他、業務に活用できる資格、経歴、実績等）



　　　（※実務経験の内容については過去３年間程度の実績件数等とし、「〇〇として□□を×件支援」といった記載をし、それ以前の実務経験を記入する場合は時期が特定できるように記載してください。なお、特記事項として特別な困難事例等を記載する場合を除き、個々の支援の詳細を記載する必要はありません。）
（3）事業全体の実施計画について

　　（※事業の実施にあたり、障害福祉サービス事業所職員（支援者）に向けた支援について重視する点とその理由、事業実施の方針等を記入し、「令和６年度障がい者就労アセスメント体制強化事業　事業経費計画書」＜様式第８号附表の２＞を作成・添付してください。）

	


（4）就労アセスメント技法の実地指導について
　　（※具体的な就労アセスメント技法の伝達方法、全県を網羅するためのアセスメント支援員の活動方法、対象者の発掘方法、実地指導にあたって設定する支援件数の見込み、目標について記入してください。）
	


（5）就労支援に係る能力向上のためのセミナーの開催について

　　（※具体的な開催及び運営方法、セミナーの内容、受講者の参集方法、開催にあたって設定する受講者数及び回数の見込み、目標について記入してください。）
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